




成果

貧困率：2004-05 年に 27.5％――
1993-94 年の 36％から減少。

乳児死亡率：2005 年に出生 1000
件 当 た り 75 人 ――1995 年 の 同
103 人から減少。

農村地域の 12 ～ 23 ヵ月の乳幼児
の予防接種率：2005-06 年に 52％
――1998-99 年の 42％から上昇。

IDA開発政策プロジェクトのプログラムがオリッサ州の急成長と貧困削減を支援しています。

オリッサ州では州の財政および公共セクターのガバナンスの改善に IDA 支援の重点が置かれてい
ます。また、州内の物的インフラや人的資本の構築のための資金も提供しています。

IDA がオリッサ州に対する取り組みを始める前の 1990 年代半ば、オリッサ州はインドの主要州の
中で最も貧しく、財政面が最も逼迫した州でした。債務返済、給与、年金が州のすべての歳入を
吸い上げていたのです。既存投下資本の生産性が低く、新規投資も不足しており、オリッサ州の
GSDP（州内総生産）成長率は年間 2.3％でした。農村地域では貧困率が 50％に達し、貧困にあえ
ぐ南部地域では 70％近くまで上昇しました。

財政の好転、急成長、貧困削減：現在、オリッサ州は財政が好転し、インドのすべての州の中で最
も堅調です。オリッサ州の財政赤字は 1999-2000 年の 10％から 2006-07 年には１％未満まで減
少しています。また、広範な政策改革プログラムに着手しており、インフラ・プロジェクトの予算
も３倍になっています。その結果、過去３年間にわたりオリッサ州の GSDP 成長率は 10％と、イ
ンド全体の平均を上回っています。１人当たり所得が 250 ドルから 350 ドルに増加し、農村部に
住む 200 万人が貧困から抜け出しました。

人間開発：人間開発でも、乳児死亡率（IMR）、子供の栄養失調の発生数、農村地域における予防
接種率などの分野で大幅な改善が見られます。教育へのアクセスも拡大しています。現在は６歳か
ら 14 歳の子供の 80％以上が学校に通っています。成人の識字率も約 14 ポイント上昇しました。
貧困層を取り残さない形で成長を実現するために、IDA は参加型管理の強化を目指した改革を支え
る社会的な運動を促進しています。これまでに約 28 万の女性団体、1 万 2000 の農業団体、9000
の森林保護委員会が設立されています。
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成果

貧 困 率：2004-05 年 に 8.5 ％ ――
1999-2000 年の 15.8％から減少。

乳児死亡率：2004 年に出生 1000
件 当 た り 59 人 ――1997 年 の 63
人から減少。

農 業 融 資 の 実 行 額：2004-05 年
に 1362 億 1000 万 ル ピ ー ――
1995-96 年の 60 億 3000 万ルピー
から増加。

IDA はアンドラプラデーシュ州の目覚ましい好転を支援しています。

IDA プロジェクトは、インドで５番目に大きいアンドラプラデシュ州の開発目標に向けた大幅な歩
みを支援しています。３件の IDA 開発政策プロジェクト（DPL）が、アンドラプラデシュ州が目覚
ましく好転するのを支援しました。改革が最初に開始された 1995 年当時、アンドラプラデシュ州
は財政危機の真只中にあり、ガバナンスは脆弱で、１人当たり所得は 385 ドルと少なく、貧困率
は 22％と高く、初等教育を受けていない子供の比率が 40％と高い水準にありました。

その後 10 年にわたる改革を経て、2006 年には、アンドラプラデシュ州の経済成長率は年間 7.5％
まで上昇しました。１人当たり所得は 700 ドル近くまで上昇し、貧困率は 15％未満まで低下しま
した。初等教育就学率は約 96％になりました。経済成長の基礎としては、情報技術、業務プロセ
スのアウトソーシング、新たな製造業、急速な農業多角化などが新たに開発の原動力となっている
ことが挙げられます。

今や、アンドラプラデシュ州の電力セクターはインドで最もよく管理されたものの１つに数えられ、
州の信用格付けは第３位で、投資環境も最も好ましい州の１つとみなされています。

農村地域における生計：アンドラプラデシュ州では土地を持たない農業労働者が耕作者に占める割
合が国内平均の 2 倍に上るという厳しい環境の中、IDA プロジェクトが貧困削減に対する新たなア
プローチを導入してきました。州全体にわたり、自助グループを通じて提供されたマイクロファイ
ナンスにより農村部に住む数百万人もの貧しい女性のエンパワーメントが実現し、そうした女性の
所得が増大すると同時に、家庭やコミュニティにおける女性の地位が高まりました。2006 年には、
貧困家計の累積貯蓄額が２億 9200 万ドルに達しました。現在、農村部の貧困層に対する銀行融資
はかつての20倍に達しています。こうしたプロジェクトの大成功を受けて、マディヤプラデシュ州、
ラジャスタン州、タミルナドゥ州、ビハール州でも同様のプロジェクトが行われ、オリッサ州から
も類似のプロジェクトが求められています。
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IDA は、成長の促進、ガバナンスの向上、貧困の削減を目指した政策や制度を改善するため、さま
ざまな州政府による幅広い活動を支援してきました。こうした州レベルの改革は、経済の規制緩和
を始めているインドにおいて特に重要になっています。たとえば、IDA はウッタルプラデシュ州、
アンドラプラデシュ州、カルナタカ州、オリッサ州で支持的役割を果たしました。８件の開発政策
融資（DPL）により、これらの州が財政を再建し、投資環境を改善し、ガバナンスを向上させ、セ
クター改革を実行し、貧困対策プログラムの監視や評価を向上させるのを支援しました。その結果、
これらの州ではいくつもの分野でパフォーマンスが向上しています。

資源管理の改善：税務政策や行政の改善、予算管理、歳出の合理化、社会セクター支出の保護、財
政管理の改善などにより、各州が財政再建を達成するための努力が支援されています。

民間投資の促進：投資環境の改善により、事業コストの削減、農業部門における流通などでの競争
の促進、土地市場の歪みの減少が実現しています。IDA は個々の州やインド全土での投資環境評価
の実施を支援しています。こうしたことが、一層の重視が必要な領域を正確に割り出すのに役立っ
ています。

主要セクターにおける改革の促進：電力セクターなどの主要セクターは、全体としての迅速な進歩
の妨げとなることがよくあります。これらの州における電力セクター改革では、送配電損失の計測
と削減、内部相互補助の削減、電気事業者の部門整理と民営化などが行われました。

貧困の測定と監視：各州による貧困対策の監視と評価に対する支援が行われています。たとえば、
進行中のプログラムとその効果、ならびにプログラムの成果を向上させるための方法などについて
入念な評価が行われています。

広範な公共セクター改革の開始：政府機能の改善が、多くの改革プログラムの中心となっています。
関心や支援が向けられている主要分野としては、行政事務改革、説明責任の改善、ガバナンス、調
達改革、財政管理改革などが挙げられます（裏面の囲み記事を参照）。

国際開発協会（IDA）：インドでの取り組み

各州に対する IDAの支援



IDA による支援は、中央政府や州政府が広範なガバナンス改革を通じて公共サー
ビスの提供を改善するために役立てられています。IDA 支援を受けたプロジェ
クトや、インド政府との幅広い協力が、公的資金使用の計画、支出、会計のた
めの手順やメカニズムの改善に充てられています。プロジェクトがより幅広く
持続可能な影響をもたらすよう、財政管理システムが強化されています。重要
な新機軸として、コミュニティやプロジェクト利害関係者自身を資金利用に対
する監督や成果の監視に関与させるという取り組みが行われています。多くの
場合、透明性の向上や資源の費用効果の高い利用を促進する努力に伴って、よ
り効率的かつ効果的な調達方法が採用されています。迅速で信頼のおける財務
報告・監査システムが、プロジェクト資源の使用に対する監視を向上させ、市
民からの情報要求に応えるのに役立っています。

財政管理の向上は現場での成果向上につながっています。IDA 支援を受けてい
る新たな領域としては、偶発債務や現金管理に対する効果的な管理と監視、中
央レベルや州レベルでの政府電子調達の採用などがあります。IDA が従事した
最近の支援により、州ばかりでなく自治体や Panchayati Raj 機関（選挙による
地方自治組織）においても歳出に対する管理や監視が改善しています。財源シ
ステム、内部監査、調達システムの改善に関係したものなど、公共財政管理シ
ステム全体にわたる活動はいずれも IDA が支援してきた事例での国際的な経験
から得られた教訓に大きく依存しています。

各州に対する IDAの支援

ガバナンスと財政管理の改善促進



世界銀行

本冊子はインド政府との協力で作成されました。
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